
様式１ 

申請日 令和  年  月  日 

泉南市長 様 

申請者 住所（所在地） 

 

商号又は名称 

 

代表者職氏名 

 

電話番号 

 

 

シティプロモーションに係る地域活性化イベント等企画提案応募申請書 

 

シティプロモーションに係る地域活性化イベント等の企画提案に参加したいので、必要

書類を添えて申請します。なおこの申請書及び添付書類の記載事項については、事実と相

違ないことを誓約します。 

 

１ 提案募集要件№ 

 

２ 提案企画タイトル及び概要 

 

 

 

 

 

 

【裏面へ】 



３ 参加資格に関する確認事項（□にチェックを付してください） 

Ⅰ 企業による応募の場合 
□単体企業による応募であること。 

□地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しないこと。 

□企画提案書の提出日から過去 5 年間において、国又は地方公共団体、又は民間事業者との間に、募集

企画要件に示す予算上限額と同等以上の契約金額となる、各種イベント実施に係る 2 件以上の契約を

有し、かつこれを確実に履行した実績があること。 

□民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定による再生手続開始の申立て中又は再生手続き中でな

いこと。 

□会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による更生手続開始の申立て中又は更生手続き中でな

いこと。 

□泉南市建設工事等指名停止要綱に基づく指名停止措置の期間中でないこと。 

□業務運営に関し、各種法令に基づく許可、認可、免許等を必要とする場合において、これらを受けてい

ること。 

□国税及び地方税を滞納していない者であること。 

□泉南市暴力団排除条例（平成 25 年市条例第 18 号）第 2 条に規定する暴力団、暴力団員又は暴力団密

接関係者に該当する者でないこと。 

 

Ⅱ 市民によって構成された実行委員会等による応募の場合 
□実行委員会等の主たる構成員（以下、構成員という。）が市民であること。 

□地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当しないこと。 

□企画提案書の提出日から過去 5 年間において、国又は地方公共団体、又は民間事業者との間に、募集

企画要件に示す予算上限額と同等以上の契約金額となる、各種イベント実施に係る 2 件以上の契約を

有し、かつこれを確実に履行した実績があること。または予算上限額の 10 分の 1 以上の契約保証金を

納付できるものであること。 

□構成員が民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定による再生手続開始の申立て中又は再生手続

き中でないこと。 

□構成員に事業者を含む場合、当該事業者が会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による更生

手続開始の申立て中又は更生手続き中でないこと。 

□泉南市建設工事等指名停止要綱に基づく指名停止措置の期間中でないこと。 

□業務運営に関し、各種法令に基づく許可、認可、免許等を必要とする場合において、これらを受けてい

る者を構成員に含むこと。 

□すべての構成員について、国税及び地方税を滞納していない者であること。 

□すべての構成員について、泉南市暴力団排除条例（平成 25 年市条例第 18 号）第 2 条に規定する暴力

団、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当する者でないこと。 

□主たる構成員について、身分証明書および納税証明書、誓約書の提出が行えること。 

 

４ 担当者所属及び氏名、連絡先 

 
・所属 
 
・氏名 
 
・連絡先 電話番号 
 

  Ｅメールアドレス 
 

注）本申請に係る提出書類は返却しません。 

企画提案に係る費用はすべて申請者の負担となります。 

審査結果は最優秀企画の提案者のみに通知します。 


